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研究要旨 

岩手県気仙地域（大船渡市、陸前高田市、住田町）は広範囲が被災し
た地域の一つである。この地域において、早期に住民が安心して緩和ケ
アやがん医療が受けられる体制を構築し、更に 10 年、20 年後の変化を
見据えた地域の緩和ケアやがん医療のあり方を検討していくことが求
められている。2011 年度より ARTSOAP（Act for Revival Takata，Sumita 
and Ofunato Area in Palliative Care） を立ち上げた。ARTSOAP は今
年度においても気仙地域での緩和ケアを含む現状の把握と医療や、患
者・家族、市民、医療者のニーズに合わせた情報提供と啓発活動を行う
組織として活動を行った。 
今年度は、昨年度に引き続き、気仙地域の医療者の状況を把握するた

め、大船渡市、陸前高田市、住田町のすべての医療機関 60 施設に調査
票を郵送した。地域全体でみると、岩手県立大船渡病院は、がんの入院
患者総数は減少しているが、手術、化学療法、放射線療法数が、前回調
査時より増加、がん患者の看取りの数は、前回とほぼ横ばい（震災前よ
り増加）であり、がん診療拠点としての機能を回復している。 岩手県
立高田病院も入院病床を再開し、がん患者の入院は増加したが、急性期
患者対応を兼ねた個室は、1床のみで終末期のがん患者を看取るに十分
な環境とは言い難い状況である。 
診療所で診ているがん患者が減少しているのは、大船渡病院の機能回

復とともに通院のための交通機関の再開や通院サポートサービスなど
の環境が改善した影響もあると思われる。 

訪問診療に関しては、この 1 年間でほぼ横ばいであり、在宅で看取
った患者数は、2名から 6名とやや増加傾向が見られた。 

病院機能としては、回復傾向にあると判断されるが、地域の住環境



はほとんど改善しておらず、いまだ仮設住宅に多くの住民が暮らしてい
る現状であり、訪問診療もあまり進んでいない現状が明らかになった。 

在宅療養で可能な処置については前回より改善した項目はなく、経
口、貼付剤、坐薬の医療用麻薬の投与が可能と回答した施設が、12 施
設から 6施設と半減、胃瘻や気管カニューレなどチューブ類の管理が可
能と回答した施設もほぼ半減という結果になった。 

地域内で緩和ケアに関して相談できる施設やチームがあると答えた
施設は、21％にしかすぎず、前回の 22％から改善を認めなかった。 

市民へのがん医療への理解と緩和ケアの普及目的で、今年後は「気
仙がんを学ぶ市民講座」は 3回開催された。今年度の市民講座では地域
の高校生の参加を呼びかけた。第 4 回の市民講座に参加した高校生 65
名のアンケート結果では、30 名（60％）が、「過去に家族にがんにか
かっている人がいた」と回答した。また、がんに対するイメージとして、
1/3 が「生活習慣」と「遺伝」と回答した。このうち、身近にがん患者
がいたことがあると回答した群では約 4 割が「遺伝」と回答しており、
いない群の 2 倍近い割合でがんについて遺伝をイメージしていること
が明らかになった。 

また、がんの症状については、1/3 から半数弱の生徒が痛いや苦しい
というイメージと回答した。 

昨年度患者よりニードが高かった、患者サロンを開設し、9月から毎
月 1 回、合計 6 回開催し、延べ 73 名の参加があった。気仙地域での初
めてのピアサポートの場となるように、大船渡病院の事業として次年度
以降も継続されることとなった。 

被災沿岸地域の緩和ケア関係者によるグループワークでは、震災直
後に各被災沿岸地域で生じていた問題を複数の医療者、多職種による視
点とディスカッションを通じて問題点の記憶を掘り起こし、個別のイン
タビューでは明らかにできない点を明確にすることができた。高田地区
以外の９つのグループでは「緩和ケアの対象者がみえない」というカテ
ゴリーが見いだされた。 

がん患者や家族は、多くの困難を抱えながら治療や療養生活を送ら
なければならない。東日本大震災により甚大な被害を受けた気仙地域で
もがんになり、治療や療養をこの地域で送らなければならない人々は存
在し続ける。残された医療資源も十分ではなく、復興も途上で早急な住
環境の改善も望むことができないこの困難な地域で治療や療養生活を
送らなければならないがん患者・家族のために、医療・福祉施設とその
スタッフは、地域的、歴史的背景や各施設間に存在した過去の問題など
様々な課題を乗りこえ、効率よく強固に連携して行かなければならない。
さらに提供する知識やスキルの維持向上に努め、患者・家族の苦痛の軽
減に努めていく必要がある。 

 
   
 
 
Ａ．研究目的 
本研究では、今後の地域緩和ケアの復興プロ

セスを支援するための気仙地域を中心に緩和
ケアのニードに関する情報収集とを行い、地域
のニードにあった緩和ケアの提供体制の構築
及び地域における緩和ケアネットワークの構
築を支援する。 
 

Ｂ．研究方法 
昨年度の研究に伴って県立大船渡病院内に

設置した、気仙地域緩和ネットワークの拠点
（ARTSOAP）を現地事務局として活用した。 
本年は以下の研究と支援を実施した。 
 
１）気仙地域の医療資源調査 
2012 年の調査項目を踏襲しながら、2013 年の



気仙地域の緩和ケアに関するリソースについ
てアンケート調査を行い、震災後の年次変化に
ついて明らかにした。アンケートの対象は、気
仙地区のすべての医療機関 60 施設に調査票を
郵送し、35 施設（58.3%）より回答を得た。病
院は 3 施設中 3 施設（100%）、診療所は 27 施
設中 11 施設（40.7%）、訪問看護ステーション
は 4 施設中 4 施設（100%）、調剤薬局は 26 施
設中 17 施設（65.4%）から回答を得た。 
 
２）気仙がんを学ぶ市民講座の開催と 

市民の意識調査 
今年度は 3回の「気仙がんを学ぶ市民講座」を
開催した。特に気仙地域にある 4つの高等学校
にも参加を呼びかけ、一般参加者および高校生
の参加者を対象にがんや緩和ケアに関するア
ンケート調査を実施した。 
 
３）がん患者サロンのニード調査と 

気仙がん患者サロンの運営支援 
昨年度の第 1 回気仙がんを学ぶ市民講座での
アンケート結果から、気仙地域の患者のがん患
者サロンのニードがきわめて高いことが明ら
かになったため、県立大船渡病院を母体にした、
がん患者サロンの設置について検討を行った。 
 
４）気仙在宅緩和ケア推進ワーキンググループ 

の活動支援 
気仙がん診療連携協議会内に「在宅ワーキング
グループ」を設置し、残された医療資源の連携
を通じて、復興過程を念頭に置いた在宅緩和ケ
アの推進について検討を行い、現状と問題点の
抽出を行った。 
 
５）被災沿岸地域の緩和ケア関係者による 

グループワークによる問題点の抽出 
岩手県の被災沿岸地域を中心に、震災当時に被
災沿岸地域で緩和ケアに携わっていた医療関
係者を対象に、課題別にグループワークを行い、
地域や職種ごと問題点を抽出する。 
 
 
（倫理面への配慮） 
本班研究に関係する全ての研究者はヘルシン
キ宣言および関係する指針（「疫学研究に関す
る倫理指針」、「臨床試験に関する倫理指針」
など）に従って本研究を実施している。特に、

被災地であることに配慮し、調査内容や講演な
どの普及啓発の内容が、精神的に負担にならな
いように配慮を行った。 
 
 
Ｃ．研究結果 
１）気仙地域の医療資源調査 
i.診療実績の比較：平成 24 年度１年間（H24）

の診療実績 
岩手県立大船渡病院の外来診療したがん患者
数は、2870 名であり、震災前年度（H22）の 1951
名→震災後の平成 23 年度（H23）1863 名
（-4.5％）から 1007 名（+54.1％）増加した。 
これは、外来化学療法が H22：1173 件、H23：
1360件、H24：1882件 H23→H24 522件38.4％
増。放射線療法が H22：1735 件、H23：1391 件、
H24：2144 件と H23→H24 753 件（+54.1％）
増が大きく影響した。 
一方、入院診療したがん患者数は、794 名で、
H22：1081 名、H23：901 名 H23→H24 107 名
減少（-11.9％）した。入院での化学療法件数
626 件 H22：449 件→H23：544 件 H23→H24 
82 件（+15.1％）増加。手術件数は 211 件、H22：
253 件、H23：177 件、H23→H24 34 件（+19.2％）
増加。病院で看取ったがん患者数は、172 名、
H22：154 名、H23：180 名、H23→H24 8 名
（-4.4％）減少と、入院化学療法、手術、入院
での看取りは、入院数の減少に影響はしていな
かった。 
岩手県立高田病院の入院病床が平成 24 年 2 月
1 日仮設の病床 41 床を再開。入院診療したが
ん患者 H23：2 名、H24：11 名 H23→H24 9
名増加した。1 年間に訪問したがん患者数は、
H23：16 名、H24：14 名とほぼ横ばいであった。
自宅で看取ったがん患者数は、4名で、H23：2
名から若干増加した。 
診療所では、外来診療がん患者数は、116 名、
H22：129 名、H23：168 名  
H23→H24 52 名減（-31％）。病院に紹介した
がん患者数も 59 名、H23:102 名、H23→H24 43
名減（-42.2％）であった。訪問診療したがん
患者数は、6 名で、前年度と同数であった。自
宅で看取ったがん患者数は、2 名で、H23：0
名から 2名増加した。 
地域全体でみると、岩手県立大船渡病院は、が
んの入院患者総数は減少しているが、手術、化
学療法、放射線療法数が、前回調査時より増加、



がん患者の看取りの数は、前回とほぼ横ばい
（震災前より増加）であり、がん診療拠点とし
ての機能を回復している。 岩手県立高田病院
も入院病床を再開し、がん患者の入院は増加し
たが、急性期患者対応を兼ねた個室は、1床の
みで終末期のがん患者を看取るに十分な環境
とは言い難い状況である。 
診療所で診ているがん患者が減少しているの
は、大船渡病院の機能回復とともに通院のため
の交通機関の再開や通院サポートサービスな
どの環境が改善した影響もあると思われる。 
訪問診療に関しては、この 1年間でほぼ横ばい
であり、在宅で看取った患者数は、2 名から 6
名とやや増加傾向が見られた。 
病院機能としては、回復傾向にあると判断され
るが、地域の住環境はほとんど改善しておらず、
いまだ仮設住宅に多くの住民が暮らしている
現状であり、訪問診療もあまり進んでいない現
状が明らかになった。高齢化の進んだ地域で、
家族の介護力不足や医療資源の不足が以前か
ら指摘されていたが、家に帰るという意義を失
ったり、狭い居住空間でがん患者が生活するこ
とで家族に迷惑をかけるなど在宅での療養を
進める阻害因子が改善されていないことも影
響していると推察される。 
 
ii.在宅で実施可能な処置について 
前回同様、医療用麻薬の使用、輸液、疼痛、嘔
気、呼吸困難などの身体症状、せん妄など精神
症状の対応、ドレーン、チューブ管理など 21
項目について在宅で可能な処置について質問
した。 
前回と大きく改善した項目はなく、経口、貼付
剤、坐薬の医療用麻薬の投与が可能と回答した
施設が、12 施設から 6 施設と半減、胃瘻や気
管カニューレなどチューブ類の管理が可能と
回答した施設もほぼ半減という結果になった。
訪問看護ステーションからの回答は、あまり大
きな変化はなかったが、診療所からの回答で対
応可能と回答した施設が減少した結果を反映
している。診療実績のアンケート結果から外来
で診ているがん患者数が減少し、訪問したがん
患者数も年間 6名と少なく、知識やスキルの維
持が困難であった可能性がある。また、前回、
仮設住宅への訪問における困難についての質
問に対し、回答はなかったが、今回は、ベッド
があると医療処置が困難、入浴介護が困難で保

清ケアが不十分、スタッフが家族とゆっくり会
話をするスペースが無いという回答が挙げら
れていた。 
 
iii.がん緩和ケアの連携について 
岩手県立大船渡病院、岩手県立高田病院、地域
の診療所、訪問看護ステーション、居宅介護事
業所、調剤薬局、歯科診療所、老人介護施設と
の連携についてどのように感じているかを質
問した。今回の調査で、半数以上が良いと感じ
ている施設は、前回同様岩手県立大船渡病院と
地域の調剤薬局との連携であった。しかし、地
域の診療所との連携は、前回 35％→今回 48％、
老人介護施設との連携、前回 25％→今回 34％
と改善傾向にあり、訪問看護ステーションとの
連携、前回 27％→今回 33％、歯科診療所との
連携、24％→29％も、わずかではあるが増加を
示している。 地域で開催されている連携会議、
別項で記載する気仙がん診療連携協議会 在
宅ワーキンググループ（WG）や、気仙がんを学
ぶ市民講座での協働などにより、顔の見える関
係が徐々にではあるが進み、連携構築に役立っ
たと考えている。回答した在宅施設の内訳をみ
ると、調剤薬局との連携が進んでおり、地域の
薬剤師会が連携構築に努力した結果も反映さ
れていると考える。 
 
iv.緩和ケアの提供 
緩和ケアの提供上の問題として以下があげら
れた。 
終末期がん患者の診療・対応が難しい 
オピオイドの使用中の患者の 
 診療・対応が難しい 

痛みや身体的苦痛の対応が難しい 
不安や抑うつ、精神的なつらさへの対応が 

難しい 
自宅での療養の支援が難しい 
上記、5 項目についてすべての項目に於いて
80％以上がそう思うと回答しており、前回調査
からの改善を認めない。在宅移行への大きな課
題である。 
 
v.緩和ケアの専門家への相談 
緩和ケアに関して相談できる施設やチームが
あると答えた施設は、21％にしかすぎず、前回
の 22％から改善を認めなかった。地域におけ
る緩和ケアチームの役割の周知が進んでいな



い現状が明らかになった。 
 
vi.緩和ケアの連携に関する課題 
情報共有、関係性構築のための機会、電話やメ
ールなどの相談体制のすべてが取り組むべき
課題として挙げられた。しかし、唯一、患者情
報の共有システムに関しては、どちらとも言え
ないという回答が、前回 8％→今回 20％と増加
した。 
 
vii.地域医療機関からの緩和ケアに 

関連する要望 
患者・家族、処方に関するより 

詳細な情報提供 
情報共有と連携の強化 
市民への啓発 
がん診療・緩和ケアに関する最新の情報の 

定期的な提供 
レスパイトのための入所 
相談窓口の明確化 
地域内のがん緩和ケアに関連した施設の 

リストの作成 
医療機材の使用方法や家族ケア、心のケア、 

緩和ケア連携の事例など、医療現場で役に 
立つ具体的な研修 

 
 
２）気仙がんを学ぶ市民講座の開催と 

市民の意識調査 
気仙がんを学ぶ市民講座は昨年度に 2 回開催
され、今年度は第 3回～第 5回の 3回の市民講
座を開催した。参加者は 232 名で、そのうち
104 名が地域の高校生であった。開催テーマは
「がんの体験を分かち合う」、「がんのつらさ
を和らげる」、「これからの気仙のがん医療」
であった。昨年度のテーマは「がん情報の集め
方」、「がんと社会生活」といったがん種や治
療の状況に関わらないテーマであったのと対
照的に、今年度は患者サロンや緩和ケアなどの
比較的特定の内容を含んでいるテーマであり、
参加者も第 3回、第 4回については半数が、初
めての参加者であった。 
今年度は、市民講座について地域内の 4つの高
校を訪問し、高校生の参加について提案した。
第 4 回の市民講座に参加した高校生 65 名のア
ンケート結果では、30 名（60％）が、「過去
に家族にがんにかかっている人がいた」と回答

した。また、がんに対するイメージとして、1/3
が「生活習慣」と「遺伝」と回答した。このう
ち、身近にがん患者がいたことがあると回答し
た群では約 4割が「遺伝」と回答しており、い
ない群の 2 倍近い割合でがんについて遺伝を
イメージしていることが明らかになった。 
また、がんの症状については、1/3 から半数弱
の生徒が痛いや苦しいというイメージと回答
した。 
 
 
３）がん患者サロンのニード調査と 

気仙がん患者サロンの運営支援 
がん患者サロンの準備にあたって、県外の患者
会へのヒアリングと開催形式の参考とするた
めの視察を行った。情報収集は、「NPO 法人愛
媛がんサポート オレンジの会」と「NPO 法人
がんサポートかごしま」の協力を得た。医療者
運営方式（院内型）では「情報提供」や「テー
マ別の学習」の機会が多くなり、患者運営方式
（院外型）では「患者の思いや体験の共有」が
重点的になる傾向があり、また、開催の中心と
なる患者の存在が不可欠であることが指摘さ
れた。患者サロンの現地視察として愛媛の「街
中サロン」（院外型）、鹿児島の「がんサポー
トかごしまサロン」（院外型）、「おしゃべり
交流会」（院外型）、「あやめ会」（院内患者
運営型）などに参加した。 
≪気仙がん患者サロンの開催≫ 
ヒアリングおよび視察の結果から、気仙地域に
は患者会がなく、また中心となる患者が決まっ
ていないこと、患者自身が自分のがんについて
どの程度サロンで語れるかなどの懸念もあり、
院内開催型の形式でスタートすることとなっ
た。一方、情報提供や教育の場としてではなく、
患者や家族の思いを語り、共感する場が必要と
の意見が多く、病院が開催主体となるものの、
開催現場では、医療者は環境提供のための支援
にとどめる形でサポートに加わることとなっ
た。患者サロンの設置を広く周知する目的で、
陸前高田市、住田町、大船渡市の広報誌等を通
じて愛称募集を行い、選考の結果「よりどころ」
と決まった。 
9 月以降毎月第 2 土曜日の 10 時～12 時の定期
開催とし 9 月は 15 名、10 月は 19 名、11 月は
13 名。12 月 9名、1月 7名の参加があった。 
 



４）気仙在宅緩和ケア推進ワーキンググループ 
の活動支援 

月 1 回 ARTSOAP 事務局を会場に開催。現在ま
での参加者は、病院医師（岩手県立大船渡病院、
岩手県立高田病院）、病院看護師（岩手県立大
船渡病院：緩和ケア認定看護師、退院調整看護
師）、病院薬剤師（岩手県立大船渡病院）、理
学療法士、作業療法士（岩手県立大船渡病院）、
医療ソーシャルワーカー（岩手県立大船渡病
院）、開業医（3施設）、歯科医師（1施設）、
訪問看護ステーション（4施設）、調剤薬局薬
剤師（2 施設）、訪問リハビリテーション（1
施設）、その他（共生まちづくりの会、環境未
来都市） 
≫検討内容 
① 在宅における情報共有ツールの導入につ

いて 
② 在宅における多職種連携の推進について 
③ 休日の対応や、緊急入院の対応など在宅診

療における問題解決 
④ 顔の見える関係（思いの通じる関係）の構

築 
⑤ 参加者の知識、スキルの向上  
≫現時点での活動内容 
① 情報共有のためのシステムやツールの勉

強会 
② 実際に情報共有ツールを用いて連携して

いる気仙沼の情報収集と WG への参加 
③ 活動の紹介、各職種、施設への依頼方法の

共有 
④ 他職種による活動報告 
⑤ 患者相談、事例の共有、薬剤、手技などの

勉強会 
≫今後の課題 
① 情報共有のためのツール導入に向けての

準備 
② 参加者の地域全体への広がり 
③ 連携医療機関が固定化しており、地域全体

の医療施設が連携しているとは言えない 
④ 目標にすべきプロダクトを明確に共有で

きていない 
 
 
６）被災沿岸地域の緩和ケア関係者による 

グループワークによる問題点の抽出 
大船渡市、陸前高田市、宮古市、遠野市、釜石
市、花巻市、気仙沼市、仙台市より合計 30 名

の参加があった。 
地域別（1.釜石(5 人)、2.宮古（7 人）、3.宮
城（2人）、4.高田（4人）、5.大船渡(7 人)） 
職種別（6.開業医（3人）、7.病院医師（3人）、
8.訪問看護師（5人）、9.病院看護師（5人）、
10.薬剤師（6人）） 
高田地区以外の 9つのグループでは「緩和ケア
の対象者がみえない」というカテゴリーが見い
だされた。 
 
 
Ｄ．考察 
緩和ケアの医療資源に関する調査 
岩手県気仙地域の残されたがん・緩和ケアに関
する医療資源を把握することにより、地域のニ
ードに合った緩和ケアネットワークの構築し、
緩和ケアの復興プロセスを支援することを目
的に前回（2013 年 1 月）調査を行った。結果
は、医療資源が少なく、壊滅的な被害を受けた
地域のがん・緩和医療を支えるために協力し合
う必要があると思われるにもかかわらず、各施
設間の連携は十分でないという結果であった。
そこで、この結果を気仙地域のがん・緩和ケア
に関する連携の強化と医療の復興に寄与する
ことを目的に平成 24 年 2 月に開催された気仙
がん診療連携協議会に報告し、在宅ワーキング
グループの開催と気仙がんを学ぶ市民講座の
継続、がん患者サロン設立準備の決定がなされ
た。 
今回、前回調査より 1年が経過し、その後の地
域の連携がどのように変化したかを調査した。 
結果として、がん診療の状況は、地域のがん診
療連携拠点病院である岩手県立大船渡病院の
診療機能は回復し、仮設ながらも岩手県立高田
病院も病床を再開、地域としてのがん診療体制
は十分とは言えないが、改善傾向にあると思わ
れる。しかし、訪問診療は、あまり進んでいな
い現状が明らかになった。高齢化の進んだ地域
で、家族の介護力不足や医療資源の不足が以前
から指摘されていたが、家に帰るという意義を
失ったり、狭い居住空間でがん患者が生活する
ことで家族に迷惑をかけるなど在宅での療養
を阻害する要因が残されたままになっている
ことも影響していると考えられる。一方で、在
宅で提供可能な処置についての質問に対し、可
能との回答が減少しており、医療者側の知識や
スキルの維持・向上にも課題が残されていると



考えられた。 
更に、連携体制や緩和ケアの提供状況や相談体
制についての項目を見ると、調剤薬局を中心と
する連携体制に改善を認めるものの、前回調査
と大きな改善は認められず、一部では、在宅
WG などの顔の見える関係の構築により連携の
改善が図られたが、地域全体としてはいまだ大
きな課題が残されている。陸前高田では、行政
と岩手県立高田病院が中心となり在宅医療に
関する組織が立ち上げられ、活動を開始してい
る。しかし、行政の範囲を超えて、気仙地域全
体に活動が広がることは現状ではなく、地域と
しての課題は残されたままである。 
 
被災沿岸地域の緩和ケア関係者によるグルー
プワーク 
各被災沿岸地域で生じていた問題を複数の医
療者、多職種による視点とディスカッションを
通じて問題点の記憶を掘り起こし、個別のイン
タビューでは明らかにできない点を明確にす
ることができた。 
高田地区以外の９つのグループでは「緩和ケア
の対象者がみえない」というカテゴリーが見い
だされた。 
釜石グループ 
震災当時、＜麻薬の処方が出ていない＞状況で
あったこと、また患者側から＜緩和ケアを求め
る訴えが聞こえない＞状況であった。そのため、
支援者側は＜緩和ケアを意識することはなく
＞、＜緩和ケアのニーズがなかったのではない
か＞と考えた。また、震災により、以前は病院
で診ていた＜在宅緩和ケア提供患者のフォロ
ーが欠如＞したため、余計に【緩和ケアの対象
者がみえない】状況になっていたことが示唆さ
れた。 

宮古グループ 
震災当時、＜情報から隔絶され＞、＜急性期対
応で手いっぱい＞で＜支援者自身の感情を遮
断＞して業務に当たっていた。＜麻薬の処方が
でていない＞ことからも、支援者側は＜緩和ケ
アを意識することはない＞状況であった。患者
側の＜がんと知られたくない思い＞も拍車を
かけ、【緩和ケアの対象者がみえない】状況に
なっていたことが示唆された。 
 

 
 
宮城グループ 
震災当時、＜緩和ケアを求める訴えが聞こえな
い＞状況であった。これは、＜災害医療と緩和
医療は関係ない＞と支援者自身が災害時の医
療と緩和医療を切り離してして捉えているこ
とも影響しているとも考えられ【緩和ケアの対
象者がみえない】状況になっていたことが示唆
された。 

 



大船渡グループ 
＜緩和はがんだけの問題ではない＞と捉えつ
つも、震災当時＜緩和ケアを意識することはな
い＞状況であった。これは、支援者自身が災害
時の医療と緩和医療を切り離して捉えている
ことも影響しているとも考えられ、【緩和ケア
の対象者がみえない】状況になっていたことが
示唆された。 
 
 

 
 
開業医グループ 
今回の災害の特徴として、患者は慢性期の方が
多かった。ゆえに＜救命ではなく慢性期の問題
＞であり、災害がなくても死にゆく過程にある
人が今回当然の経過の中で死亡したというこ
とであったといえる。通常通り行われていた慢
性期医療の中にがん患者も混じっていた可能
性も有り、特に＜緩和ケアを意識することはな
く＞、【緩和ケアの対象者がみえない】状況に
なっていたことが示唆された。 
 
 

 
 
病院医師グループ 
＜緩和ケアに対する（もともとの）関心の低さ
＞に加え、＜薬は足りていた＞状況にあり＜が
ん患者対応は後回しという病院の雰囲気＞が

あった。ゆえに＜緩和ケアを意識することはな
い＞状況にあり、【緩和ケアの対象者がみえな
い】状況になっていたことが示唆された。 
 

 
 
 
訪問看護グループ 
＜患者は死にゆく過程を受け入れている＞こ
とと、＜我慢する土地の文化＞が影響しあって、
＜がん患者の声が聞こえてこない＞状況であ
ったと考えられた。このような状況下では＜が
ん患者のリストアップが困難＞であり、【緩和
ケアの対象者がみえない】状況になっていたこ
とが示唆された。 
 
 

 
 
 
 
 



病院看護師グループ 
＜救急体制への転換＞が図られ、＜日替わりの
支援体制＞になっていた。がん患者は自らの苦
痛を＜初対面の支援者には話せない＞傾向が
あり、毎日替わる支援者には苦痛を訴えようと
は思わなかったと考えられる。患者側も＜がん
と知られたくない思い＞もあり、また＜見かけ
上は元気＞であることから、地元の＜支援者の
気持ちの余裕がない＞状況では＜緩和ケアを
意識することはない＞事態となっており、【緩
和ケアの対象者がみえない】状況になっていた
ことが示唆された。 
 

 
 
 
 
 
薬剤師グループ 
＜もともとの緩和ケアへの関与の薄さ＞から
＜緩和ケアを意識することはない＞状況にあ
ったといえる。ゆえに、【緩和ケアの対象者が

みえない】状況になっていたことが示唆された。 
 
 

 
 
今後の展望 
がん患者や家族は、多くの困難を抱えながら治
療や療養生活を送らなければならない。東日本
大震災により甚大な被害を受けた気仙地域で
もがんになり、治療や療養をこの地域で送らな
ければならない人々は存在し続ける。残された
医療資源も十分ではなく、復興も途上で早急な
住環境の改善も望むことができないこの困難
な地域で治療や療養生活を送らなければなら
ないがん患者・家族のために、医療・福祉施設
とそのスタッフは、地域的、歴史的背景や各施
設間に存在した過去の問題など様々な課題を
乗りこえ、効率よく強固に連携して行かなけれ
ばならない。さらに提供する知識やスキルの維
持向上に努め、患者・家族の苦痛の軽減に努め
ていく必要がある。 
 
 
Ｅ．結論 
復興の過程に従って、患者や市民、医療者の緩
和ケアを含むがん医療のニードを把握し、地域
の在宅緩和ケアの復興に結び付けていく必要
がある。 
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